令和５年度大学生による中高生のための
消費者教育モデル事業を実施しました

　富山県消費者協会では県からの委託事業として、「令和5年度大学生による中高生のための消費者教育モデル事業」を実施しました。
　この事業は、令和４年４月に成年年齢が引き下げられたことなどを踏まえ、若年層への消費者教育を推進するため、大学生が消費生活に関する基礎的な知識を身に付けるとともに、学生自らが中高生等に消費者啓発活動を行うもので、大学生は中高生に教えることで理解が深まり、中高生は年齢の近い学生に教わることで、消費者問題を自分事として捉えやすくなることがねらいです。
　令和５年度は、富山国際大学子ども育成学部 彼谷 環 教授のゼミ生6名（3年生）に協力していただきました。

＜事前学習＞
　10月に2回、大学生自身が富山県弁護士会の消費者問題対策委員会所属の中村あずさ弁護士から、成年年齢引下げを踏まえ、消費者トラブルから自分を守るための知識・留意点等、消費者問題について学びました。[image: ]

　その後、中村弁護士の講義で学んだことや「高校生のための消費生活ハンドブック」（富山県・富山県弁護士会）などを参考に、小中学生や高校生に対する消費者啓発活動について企画・準備に取り組みました。弁護士による事前学習


＜子ども向けイベントでの啓発＞
　11月23日（木・祝日）に南砺市の福野文化創造センターヘリオスで開催された、南砺市こどもの権利イベント「なんと キッズ ライツ DAY」にゼミ生が参加し、企画・制作した動画により、子どもの権利についての発表とともに、お金の使い方の注意点等を子どもたちに伝えました。

＜高校生への出前講座＞
　2月5日（月）に、富山国際大学付属高校家庭部（顧問：豊島直子先生）の部員20名（1年生 17名、2年生 3名）を対象に、ゼミ生が講師となって出前講座「消費生活について考えよう」を実施しました。
　高校生に興味を持って話を聞いてもらえるよう、テレビの人気クイズ番組を模した参加型の講座とし、「未成年者取消権」や「クーリング・オフ」「マルチ商法」「クレジットカード」「消費者ホットライン」などについて、ゼミ生から内容や注意点等を説明し、高校生には楽しく参加・受講してもらいました。高校生への出前講座
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